
    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

金      額 金      額

 （資産の部） 47,564,020  （負債の部） 12,828,662

流 動 資 産 11,460,338 流 動 負 債 4,679,298

現 金 預 金 337,543 営 業 未 払 金 409,003

預 け 金 10,497,076 未 払 金 1,241,292

営 業 未 収 金 110,028 未 払 法 人 税 等 1,150,537

前 払 費 用 23,961 未 払 消 費 税 等 241,143

未 収 金 13,348 賞 与 引 当 金 33,052

そ の 他 流 動 資 産 478,378 前 受 金 474,348

固 定 資 産 36,103,682 そ の 他 流 動 負 債 1,129,921

有形固定資産 33,942,294 固 定 負 債 8,149,364

建 物 14,205,844 受 入 保 証 金 82,020

建 物 附 属 設 備 10,282,156 受 入 敷 金 7,980,961

構 築 物 190,144 退 職 給 付 引 当 金 68,654

機 械 装 置 20,594 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 17,728

器 具 備 品 58,640  （純資産の部） 34,735,357

土 地 9,101,489 株 主 資 本 34,735,357

建 設 仮 勘 定 83,424     資  本  金 3,591,000

無形固定資産 60,226     利益剰余金 31,144,357

電 話 加 入 権 1,722 利 益 準 備 金 250

ソ フ ト ウ エ ア 3,150 そ の 他 利 益 剰 余 金 31,144,107

そ の 他 無 形 固 定 資 産 55,354 固定資産圧縮積立金 2,892

投資その他の資産 2,101,160 繰 越 利 益 剰 余 金 31,141,215

投 資 有 価 証 券 350,698

関 係 会 社 株 式 9,000

差 入 保 証 金 95,979

差 入 敷 金 1,216,535

長 期 前 払 費 用 5,602

繰 延 税 金 資 産 378,833

そ の 他 投 資 44,512

 資  産  合  計 47,564,020  負債及び純資産合計 47,564,020

貸  借  対  照  表
2026年 3月31日現在

科      目      科      目
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　(単位:千円)

     科            目 金 額

営 業 収 益  

貸 室 収 益 8, 178, 528

そ の 他 の 営 業 収 益 3, 394, 647 11, 573, 175

営 業 原 価  5, 889, 034

営 業 総 利 益 5, 684, 141

販売費及び一般管理費 704, 675

営 業 利 益 4, 979, 465

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ･ 配 当 金 72, 718

そ の 他 の 営 業 外 収 益 80, 414 153, 132

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1, 890

固 定 資 産 除 却 損 470, 735

そ の 他 の 営 業 外 費 用 285 472, 911

経  常  利  益 4, 659, 686

税引前当期純利益  4, 659, 686

法人税･住民税及び事業税 1, 400, 542

法人税等調整額  △ 31, 663 1, 368, 879

当期純利益  3, 290, 807

損  益  計  算  書
自   2025年 4月 1日

至   2026年 3月31日
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固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 3,591,000 250 3,477 27,849,822 27,853,549 31,444,549 31,444,549

当期変動額

固定資産圧縮
積立金の取崩

△ 584 584 ― ― ―

当期純利益 3,290,807 3,290,807 3,290,807 3,290,807

当期変動額合計 ― ― △ 584 3,291,392 3,290,807 3,290,807 3,290,807

当期末残高 3,591,000 250 2,892 31,141,215 31,144,357 34,735,357 34,735,357

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

(単位：千円)

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計

自　　2025年 4月 1日

至　　2026年 3月31日
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個  別  注  記  表 

 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式           移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 市場価格のない株式   移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産        定額法（但し、器具備品については定率法を採用） 

（２）無形固定資産        定額法（但し、ソフトウエア（自社利用）について、社内にお 

             ける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法） 

（３）長期前払費用      定額法 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により計

上しているほか、貸倒懸念債権等特定の債権については、債権回収可能性を個別に検

討して回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し 

ております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職による給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当 

期末において発生していると認められる額を計上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上 

しております。 

 ４．重要な収益及び費用の計上基準 

   当社の顧客との契約から生じる収益は、顧客との契約に定められる対価に基づき測定してい 

  ます。顧客との契約に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す 

  る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

  （１）不動産賃貸事業  保有するオフィスビルや商業施設等を賃貸しており、賃貸借取引につ 

いては、企業会計基準第 13号リース取引に関する会計基準に従い会 

計処理を行っております。 

 

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積により当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年 

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

           固定資産       ３６，１０３，６８２千円 

 
Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額         ６２，９１３，８５２千円 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権       １０，５１９，１０３千円 

短期金銭債務                ３４７，８６５千円 

長期金銭債務                  １，００４千円 
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Ⅳ．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

   営業取引による取引 

営  業  収  益            １７，２５５千円 

営  業  費  用           ４３９，９０１千円 

営業取引以外の取引による取引高          １２７，２６１千円 
 
Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

当該事業年度の末日における株式の種類及び株式数 

普通株式           ７，１８２，０００株 

 

Ⅵ．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

  未払事業税等                                ５９，３３３千円 

  賞与引当金                           １２，０４４千円 

  一括償却資産                        ４６６千円 

役員退職慰労引当金                   ５，５７９千円 

  退職給付引当金                             ２１，６０５千円 

減価償却超過額              ２７８，１６１千円 

有価証券評価損                       ２，９７０千円 

     小 計                       ３８０，１６１千円 

    繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金              １，３２８千円 

     小 計                          １，３２８千円 

 繰延税金資産の純額             ３７８，８３３千円   

 

Ⅶ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス･リース契約により使用しております。 

 

Ⅷ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金、三菱地所グループのキャッシュマネジメントシ

ステム等に限定しています。資金調達についても、親会社である三菱地所㈱からの借入を進め

る方針であります。 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であります。株式については、定期的に

取引先企業の財務状況等を把握してリスクを管理しております。 

受入保証金、受入敷金は、賃貸物件における賃借人から預託されているものであります。借

入金、受入保証金、受入敷金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は月次に資金繰計画
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を作成するなどの方法により管理しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通り

であります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。 

    
貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 預け金 10,497,076千円 10,497,076千円 ― 

 資産計 10,497,076千円 10,497,076千円 ― 

(2) 受入保証金 82,020千円 78,885千円 △3,134千円 

(3)  受入敷金 7,980,961千円 6,205,766千円 △1,775,195千円 

   負債計 8,062,982千円 6,284,651千円 △1,778,330千円 

 (注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(１)預け金 

預け金は、短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

(２)受入保証金 

受入保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとにその将来キャッシュフロー 

を返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定し 

ております。 

(３)受入敷金 

受入敷金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとにその将来キャッシュフローを返 

済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定してお 

ります。 

(注２)市場価格のない株式等 

区   分 貸 借 対 照 表 計 上 額 

投資有価証券（非上場株式）※ ３５０，６９８千円 

関係会社株式       ※ ９，０００千円 

※ 市場価格のない株式等は、時価開示の対象としておりません。 

 

Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、神奈川県横浜市において、賃貸用商業及びオフィスビル等（土地を含む） 

を有しております。 

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 

貸 借 対 照 表 計 上 額 時   価 

３３，８６３，０５９千円 ８５，８０４，３２３千円 
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（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

（注２） 当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であ

ります。 

（注３） 上記については、当社が使用している部分を含んでおります。 

 

Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有 関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 
科目 

期末残高 

（千円） 

 

（被所有） 

割合 

（千円） 

 

親会社 三菱地所㈱ 
被所有   

72.39％ 
役員の兼任 

ｷｬｯｼｭﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ入金 4,284,192 

預け金 10,497,076 ｷｬｯｼｭﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ出金 3,700,034 

利息の受入 51,162 

 (注１）  預け金は、三菱地所㈱がグループ各社に提供するキャッシュマネジメントシステムに係るも

のであり、金利については市場金利を参考に決定されております。 

 

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記 

１．1株当たり純資産額                ４，８３６円４４銭 

２．1株当たり当期純利益                 ４５８円２０銭 

  

 

Ⅻ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


